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議員報酬条例一部改正案の賛成討論 

原田完（日本共産党、京都市中京区） ２０１０年１２月１６日  

 
日本共産党の原田完です。私は日本共産党府会議員団を代表して議第３号議

案「京都府議会議員の議員報酬等に関する条例一部改正案」に対する賛成討論

を行います。 

私達府議会議員は府民から選挙で選ばれた府民の代表です。府民の附託を受け、

府民の声を議会と行政にとどけるとともに、知事の行政運営をチェックすると

言う重要な役割を担っています。 

議会中にとどまらず、閉会中も日常的に直接府民の元に赴き、府民の声を聞

き、実態調査や問題点の研究を行い、政策学習に務め、府民の暮らしや願いに

寄り添った、安心して暮らせる京都府、府民の幸せを希求し、その実現のため、

各種の提案・提言や条例提案などその役割を積極的に果たさなければなりませ

ん。とりわけ、府民の暮らしと営業が深刻な時だけに、府民の暮らしの実態に

身を寄せて、議員としての役割を果たすべき時です。 

長引く不況と円高で、民間の事業所数は９６年に１５万２千事業所であった

ものが、０６年には１２万５千と２万７千事業所も減少しています。小売商店

も９６年から０６年の間に２２％減、５軒に１軒以上も減少しています。販売

農家もこの１０年間に２７％減と４分の一以上も減っているのです。不安定雇

用が増え、京都府の府民雇用者報酬は９７年の５兆４６００億円から、０７年

には５兆円に、１０年間で４６００億円も減っています。 

私達日本共産党議員団は、これまでからも一貫して議員報酬の引き上げに反

対して来ましたが、このように深刻さを増す府民の暮らしと営業の実態を踏ま

えて、今回あらためて、議員報酬について三分の一削減を提案したものです。 

議員報酬の削減で生み出される約３億１６００万円を府民の暮らしを守る予

算に使うべきであります。たとえば、いま全国の自治体で制度化が進んでいる

住宅リフォーム助成制度は、約２０倍の経済効果があることが明らかになって

います。これが実施されれば京都経済に大きな刺激を与えることは明らかです。 

今議会の冒頭に議員報酬の期末手当の引き下げが提案され、全員一致で可決

しました。全議員を代表して近藤議員が、この演壇から、「現下の社会経済情勢、



2 
 

府民生活の状況等を十分に踏まえ」、「議会独自の措置として引き下げを提案す

る」とその提案理由を説明しましたが、わが党の提案は、この主旨を踏まえ、

さらに一層前にすすめようとするものであり、同僚議員の賛同をいただけるも

のと確信するものであります。 

 
ところで、現在、二元代表制を否定し、議会の役割を軽視あるいは無視しよ

うと言う見過ごせない動きが各地に生まれています。名古屋の河村市長の自ら

の主張に賛同しない議会をリコールし、市長に賛成する議員で議会の過半数を

確保しようとする動きや、阿久根市竹原市長の議会を開催せず専決処分を連発

し、議会を否定する行政運営、大阪の橋下知事の地域政党をつくり知事の思い

通りの議会運営をめざそうとするなど、地方自治体の二元代表制を否定するよ

うな行動は許されません。いまほど議会の権能の発揮が求められているときは

ありません。 

議会や議員に対して府民の皆さんから、「くらしが大変な時だからこそ、議員

は府民のためにもっと頑張ってほしい」「知事の提案に何でも賛成でいいのか。

もっと積極的な提案をしてほしい」などの意見が渦巻いています。この声を真

摯に受け止めなければなりません。いま、求められているのは、地方議会の機

能を住民の利益のためにもっと発揮することです。 

わが党議員団は、これまでから、府民の声に耳を傾け、府民の願いを実現す

るために奮闘し、知事に積極的な施策を提案してきました。米価の下落、木材

価格の低迷で、農業も林業も深刻な事態に陥っています。さらに介護や福祉、

医療、教育や子育て支援をはじめ、府政の課題は山積しています。引き続き、

府民の暮らしと営業を守るために、全力を挙げること表明して、賛成討論とし

ます。 


